
Ｄ医

)
総 務 省 承 認 ＮＯ ２３３７６

承認期限平成１５年９月３０日まで

平 成 １ ５ 年 ６ 月

医 療 経 済 実 態 調 査
（歯科診療所調査票）

貴 施 設 名

必
ず 電話番号（ＦＡＸ番号）
記
入 電話番号：

（ ）し ＦＡＸ番号：
て
く 記 入 者 氏 名
だ
さ
い

記入者の電子メールアドレス

＠

（提 出 期 限 平成１５年７月３１日）

中央社会保険医療協議会



- 1 -

第１ 基 本 デ ー タ

平成１５年６月３０日

１ 現在地での開業年月 ２ 現有の医業用建物の建築（改築）年月

明・大・昭・平 年 月 明・大・昭・平 年 月

３ 貴院の開設者（平成１５年６月３０日現在、該当する項目に○を記入してください ）。

１．個 人 ２．医療法人 ３．その他

４ 医業用建物の保有形態及び延面積（小数点以下は四捨五入して記入してください ）。

． （ ）１．自己所有 ２．賃 借 ３．リース ４ その他

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

満 歳 男・女 あり ・ なし５ 管理者の年齢・性別 ６ 青色申告の有無

７ 従事者の状況

①雇用従事者数（青色専従者である家族を含む ）。

区 分 常 勤 非 常 勤

６月中の総労働時間 時間従事者数 人
歯 科 医 師
（個人立の開設者本人を除く）

（うち）青色専従者数

歯 科 衛 生 士

（うち）青色専従者数

歯 科 技 工 士

（うち）青色専従者数

事 務 職 員

（うち）青色専従者数

そ の 他 の 職 員

（うち）青色専従者数

合 計

（うち）青色専従者数

常勤職員１人当たり１週間平均の所定労働時間
時間／１人当たり／週平均（個人立の開設者本人を除く）

②無給の家族従事者

区 分 従事者数 ６月中の総労働時間

人 時間
歯 科 医 師
（個人立の開設者本人を除く）

歯科医師以外の者

合 計

施設で表示している１週間の表示診療時間の合計 時間８ 表示診療時間の状況
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９ 外来診療の状況（平成１５年６月１か月間）

初 診 患 者 数 再 診 患 者 延 べ 数 休 診 日 数

人 延べ 人 日

１０ 処方の状況（平成１５年６月１か月間）

処方せん料の算定（院外処方）の回数 処方料の算定（院内処方）の回数

回 回

※以下の項目は、介護保険事業に係る収入のある診療所のみ記入してください。

１１ 居宅サービスの状況（平成１５年６月１か月間）

居宅サービス延べ利用者数 延べ 人

１２ 介護保険適用の占有延べ床面積（小数点以下は四捨五入して記入してください ）。

貴診療所内の居宅サービスに係る占有延べ床面積 延べ ㎡
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第２－１ 収 支

平成１５年６月分

科 目 金 額

百万 千 円
Ⅰ １ 保険診療収入（患者負担含む） ①

２ 労災等診療収入 ②医

３ その他の診療収入 ③業

４ その他の医業収入 ④収

医 業 収 入 合 計 ⑤入

Ⅱ １ 居宅サービス収入 ⑥
介

２ その他の介護収入 ⑦護
収

介 護 収 入 合 計 ⑧入

１ 給 与 費 ⑨

（うち）青色専従者給与費 ⑩

Ⅲ ２ 医 薬 品 費 ⑪

３ 歯科材料費 ⑫

４ 委 託 費 ⑬医

（うち）歯科技工委託費 ⑭
業

（うち）医療用廃棄物委託費 ⑮

（うち）医療事務委託費 ⑯費

（うち）その他の委託費 ⑰
用

５ 減価償却費（平成 年度実績の ） ⑱14 1/12

（うち）建物減価償却費 ⑲・

（うち）医療機器減価償却費 ⑳
介

（うち）その他の減価償却費 

６ その他の医業費用 護

（うち）土地賃借料 
費

（うち）建物賃借料 

（うち）医療機器賃借料 用

（うち）その他の費用 

費 用 合 計 

※１ 介護保険事業に係る収入がある場合には、これを「介護収入」の欄に記入し、医業に係る収入
から介護収入を差し引いた収入を「医業収入」の欄に記入してください。

※２ 「医業費用・介護費用」は、医療保険分と介護保険分の「費用総額」で記入してください。
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「 」 （ 。）第２－１ 収支 の内訳 介護保険事業に係る収入のある歯科診療所のみ記入してください

第２－２ 収 支

費用区分１、費用区分２のどちらで記入しますか。 １ 費用区分１で記入
右欄の番号に、○を記入してください。

２ 費用区分２で記入（ 費用区分１ 「費用区分２」については別添参照 ）「 」 。

「費用区分１ 」用○ （医療と介護の区分方法で、原則として実際に要した費用の区分方法）
（ 費用区分２」の施設は、この欄への記入は不要です ）「 。

平成１５年６月分

科 目 医 療 保 険 分 の 費 用

百万 千 円
１ 給 与 費

（うち）青色専従者給与費

２ 医 薬 品 費
Ⅲ

３ 歯科材料費

４ 委 託 費
医

（うち）歯科技工委託費

（うち）医療用廃棄物委託費

（うち）医療事務委託費
業

（うち）その他の委託費

５ 減価償却費（平成 年度実績の ）14 1/12
（うち）建物減価償却費

費
（うち）医療機器減価償却費

（うち）その他の減価償却費

６ その他の医業費用
用

（うち）土地賃借料

（うち）建物賃借料

（うち）医療機器賃借料

（うち）その他の費用

合 計

○「費用区分２ 」用（ 費用区分１」により算出が困難な場合の区分方法「 ）
（ 費用区分１」の施設は、この欄への記入は不要です ）「 。

平成１５年６月分

科 目 医 療 保 険 分 の 費 用

百万 千 円
Ⅲ １ 給 与 費

（うち）青色専従者給与費医
業

６ その他の医業費用費
用

（うち）その他の費用

※ 「 うち）その他の費用」には、その他の医業費用のうち、土地賃借料、建物賃借料及び（
医療機器賃借料以外の費用の合計を記入してください。

※※ 「第２－２ 収支」は、介護保険事業に係る収入がある場合の医療保険分の費用の内
訳となりますので、必ず記入してください。
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第３ 資 産 ・ 負 債

青色申告で「資産負債調（貸借対照表 」を）
税務署に提出した個人立診療所と個人立以外
の診療所が記入してください。

個人立は平成１４年末、その他は平成１４年度末現在

科 目 金 額

千 円百万

①資 産 合 計

（うち）有 形 固 定 資 産 ②

③負 債 合 計

（うち）借 入 金 ④

※ 介護保険事業を実施している場合には、医療保険分と介護保険分の総額で記入してください。
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第４ 設 備 投 資

平成１４年７月～平成１５年６月

科 目 金 額

千 円百万
土 地 購 入 の た め の 支 出 ①

建物（建物付属設備を含む）購入・
②

新 築 ・ 増 改 築 の た め の 支 出

医療用器械備品購入のための支出 ③

その他の有形固定資産購入のための支出 ④

合 計 ⑤
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第５ 租 税 公 課 等 の 調 査

（ 費用区分１ 「費用区分２」に関わらず記入してください ）「 」、 。

通 勤 手 当（平成１５年６月分）

千 円
通 勤 手 当 ①

損害保険料・租税公課等（平成１４年（度）の年額）

千 円百万
損 害 保 険 料 ②

租 税 公 課 ③

寄 付 金 ④

借 入 返 済 金（元本） ⑤

支 払 利 息 ⑥

※ 「租税公課」は、原則として税法上損金に算入される租税（固定資産税、事業税、消費税、
自動車税、印紙税、登録免許税など 、公共的な性格をもつ会費や賦課金（歯科医師会費や町）
内会費など）です。

税 金（平成１４年（度）の年額）

千 円百万
所得税・法人税 ⑦

住 民 税 ⑧

事 業 税 ⑨

※ 個人立歯科診療所は平成１４年の１年分、個人立以外の歯科診療所は平成１４年度の１年度分
の金額を記入してください。

※※ 全ての項目は、介護保険事業を実施している場合には、医療保険分と介護保険分の総額で記入し
てください。
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第６ 薬 剤 関 係 調 査

平成１５年６月分

金 額

千 円
①薬 剤 損 耗 額

※ 平成１５年６月１日～６月３０日までの間に、薬剤の期限切れ・形状変化・品質劣化等により
廃棄した薬剤及び損耗した薬剤の損失額（実購入費ベース）を記入してください。

薬剤の保管管理に関わる床面積

保 管 管 理 に 関 わ る 床 面 積 の 合 計 ② ㎡

医療用廃棄物の集積に必要な床面積

廃 棄 物 の 集 積 に 必 要 な 床 面 積 の 合 計 ③ ㎡

※１ 薬剤の保管管理に関わる床面積の合計を記入してください。
※２ 医療用廃棄物の集積に必要な床面積を記入してください。

薬剤の保管及び運搬に関わる設備機器に係る減価償却費

設 備 機 器 名 金 額

千 円

④

※ 薬剤の保管及び運搬に関わる設備機器のうち固定資産として扱っているものについては、
当該機器の平成１４年（度）末における減価償却費の１／１２の額を記入してください。
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薬剤の保管及び運搬に関わる設備機器の賃借料

設 備 機 器 名 金 額

千 円

⑤

※ 薬剤の保管及び運搬に関わる設備機器を賃借している場合には、当該機器の６月分の賃借料を
記入してください。

金 額

千 円
⑥薬剤の保管及び運搬に係る委託費

※１ 薬剤の保管及び運搬に関する業務のうち委託しているものについて、６月中に委託して業務の対
価としての費用を記入してください。
なお、年間委託の場合は、契約額の１／１２の額を記入してください。

※２ 薬剤の保管及び運搬以外の診療材料等を合わせて委託契約している場合は、６月中の委託契約に
おける取扱い物品（薬剤等含む）の総購入額に占める薬剤購入費の割合により算出してください。


